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その際、広域的な視野に立った廃棄物処理システムの改善並びに地球温暖化防止及び省エネル
ギー・創エネルギーへの取組にも配慮した廃棄物処理施設の整備、廃棄物系バイオマスの利活用
の推進、災害対策の強化等、整備計画が示す具体的な方向性に合致するよう、総合的に一般廃棄
物処理施設を整備していくこととする。
また、廃棄物処理施設は数十年にわたり地域において継続使用・管理されるものであることを
踏まえ、広域的かつ計画的に廃棄物処理施設の整備が進むよう、都道府県が市町村の総合調整に
努めることとする。

２．廃棄物処理施設整備の重点的、効果的かつ効率的な実施
\ 市町村の一般廃棄物処理システムを通じた３Ｒの推進
一般廃棄物の処理体制の確保に当たっては、廃棄物処理施設の整備と併せて、市町村は、その
区域内における一般廃棄物の２Ｒ（排出抑制及び再使用）に関し、適切に普及啓発、情報提供及
び環境教育等を行うことにより住民の自主的な取組を促進するとともに、分別収集の推進及び一
般廃棄物の再生利用により、一般廃棄物の適正な循環的利用に努めるものとし、その上で処分し
なければならない一般廃棄物について、適正な中間処理及び最終処分を行う体制を確保するもの
とする。特に、一般廃棄物の３Ｒの推進、排出量に応じた負担の公平化及び住民の意識改革を進
めるため、一般廃棄物処理の有料化の推進を図るべきである。
また、市町村は、廃棄物処理の実施手法の選択に当たっては、循環型社会形成推進基本法に基
づくごみの循環利用及び処分の基本原則や各種リサイクル法の理念に基づいた上で、生活環境の
保全及び公衆衛生の向上並びに資源の有効利用、温室効果ガスの排出抑制等の環境負荷低減に加
え、廃棄物の地域特性及び技術の進歩、さらに、地域振興、雇用創出、環境教育等の効果につい
ても考慮する。
なお、資源の有効利用や温室効果ガスの排出抑制の観点から、有機物の直接埋立ては原則とし
て行わないこととし、金属、プラスチック等についても再生利用を図り、埋立処分しないよう努
める。

_ 地球温暖化防止及び省エネルギー・創エネルギーへの取組にも配慮した廃棄物処理施設の整備
平成22年度における廃棄物分野からの温室効果ガスの排出量は、我が国の総排出量の約2•8％

を占めている。また、1990年度（平成２年度）と比較すると、約0•4％の増加となっており、廃
棄物処理施設の整備に当たっては、温室効果ガスの排出抑制に配慮することが極めて重要である。
また、東日本大震災に伴う原子力発電所事故の影響を受け、今後のエネルギー・環境政策とし
て、省エネルギーへの取組や再生可能エネルギーの導入を推進する必要がある。
これらの状況を踏まえ、廃棄物処理施設の整備に当たっては、廃棄物処理施設の省エネルギー
化・創エネルギー化を進め、地域の廃棄物処理システム全体で温室効果ガスの排出抑制及びエネ
ルギー消費の低減を図っていくことが重要である。
そのためには、例えば、廃棄物発電施設において十分なエネルギー回収量を確保するために施
設の大規模化を進めることや、地域特性を踏まえて回収エネルギーを熱供給により地域に還元す
ることなどが考えられ、このような取組を促進することが必要である。
さらに、地球温暖化対策としては、地球温暖化対策の推進に関する法律（平成10年法律第117

号）第21条の規定に基づき定められた、「事業活動に伴う温室効果ガスの排出抑制等及び日常生活
における温室効果ガスの排出抑制への寄与に係る事業者が講ずべき措置に関して、その適切かつ
有効な実施を図るために必要な指針」に沿って、廃棄物処理部門における温室効果ガスの排出抑
制に努めることも重要である。

` 廃棄物系バイオマスの利活用の推進
生ごみ、木くず、し尿処理汚泥、浄化槽汚泥等の廃棄物系バイオマスの利活用は、循環型社会
の形成だけでなく、温室効果ガスの排出抑制による地球温暖化の防止にも資することから、地域
特性を踏まえて、ごみ飼料化施設、ごみ堆肥化施設、バイオディーゼル燃料化施設、メタンを高
効率に回収する施設等の廃棄物系バイオマスの利活用のための施設の整備を推進する。
この際、例えば、メタンを高効率に回収する施設と一定以上の熱回収率を有する廃棄物焼却施
設とを組み合わせて、できる限りエネルギーを回収するといった多段階的な利用を含め、効率的
な廃棄物系バイオマスの利活用を進める。
また、廃棄物系バイオマスの利活用のための施設において、廃棄物系バイオマスの利活用が効
率的に行えるよう、分別・収集の効率化を図る。

] 地域住民等の理解と協力の確保
廃棄物処理施設の整備に当たっては、施設の安全性に関する情報だけではなく、廃棄物処理シ
ステム構築に伴う生活環境の保全及び公衆衛生の向上並びに資源の有効利用、温室効果ガスの排
出抑制等の環境負荷低減に加え、地域振興、雇用創出、環境教育等の効果について住民や事業者
に対して明確に説明し、理解と協力を得るよう努めるものとする。
また、市町村は日頃から一般廃棄物処理に係る行政サービスに関する情報発信及び住民理解の
確保等に努め、地域住民等との信頼関係を構築しておくことが重要である。
さらに、生活環境影響調査や住民等の意見聴取等について、廃棄物処理法、環境影響評価法（平
成９年法律第81号）又は地方公共団体が定める関係条例に規定する手続に則り的確に実施する。

^ 広域的な視野に立った廃棄物処理システムの改善
今後は、廃棄物焼却施設が老朽化するなど、多くの地域で施設更新を含む廃棄物処理システム
の見直しが必要となる見込みである。例えば、自治体が整備している一般廃棄物焼却施設につい
ては、築年数が30年を超える施設が103施設、40年を超える施設が４施設現存する（平成23年３
月末時点）。
また、最終処分場については、316もの市町村が有していないなど、災害対応の観点からもそ

の確保が強く求められる状況である。
一方、人口減少並びに廃棄物の排出抑制、再使用及び各種リサイクル法に基づく再生利用等の
推進に伴い、市町村が中間処理・最終処分する一般廃棄物の発生量が減少することが見込まれて
いる。
これらの状況を踏まえ、地域において改めて安定的かつ効率的な廃棄物処理システムの構築を
進めていく必要がある。

そのためには、市町村単位のみならず広域圏での一般廃棄物の排出動向を見据え、廃棄物処理
システムの強 化の観点も含め、必要な廃棄物処理施設整備を計画的に進めていくべきである。
また、その中で必要があればストックマネジメントの手法を導入し、既存の廃棄物処理施設の計
画的な維持管理及び更新を推進し、施設の長寿命化・延命化を図る。
既存の廃棄物処理施設の能力に余剰が発生する場合、都道府県及び民間事業者とも連携し、余
剰能力を有効活用するなど、地域全体で効率化を図っていくことも重要である。そのため、必要
に応じて、ＰＦＩ等の手法により、施設設計の段階から民間活力を活用し、社会経済的に効率的
な事業となるよう努めるものとする。
また、人口の少ない地域においてより効率的な整備が可能な浄化槽の特徴を十分に活かし、都
市、郊外、農山漁村、離島等の地域の特性を踏まえた下水道、農業集落排水施設等との適切な役
割分担の下、浄化槽の整備を連携して実施し、効率的な汚水処理施設整備を進めることが重要で
ある。
廃棄物処理施設整備事業の構想・計画・実施の各段階において、社会資本整備重点計画、土地
改良長期計画等、他の公共事業計画に位置付けられた事業とも密接に連携することにより、生活
環境の保全及び公衆衛生の向上を確保することを前提として、コスト縮減、工期の短縮及び相互
の効率性の向上を図るとともに、相乗的な効果の発現を図るなど、効果的かつ効率的に事業を展
開する。
また、地域の廃棄物処理システムについて、資源の有効利用及び地球温暖化対策の観点を含め
た効率化を促すための具体的な指標を示し、より優れたものを優先的に整備することが必要であ
る。
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